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経営  トップに聞く

￨  IT 関連業から「食」の事業へ進出

ー御社の歴史についてお聞かせください。
　当社は会長である安里盛一が 1989 年に創
業しました。創業当初はコンピューター販売や
システム保守管理が中心でした。県立病院など
の医療機関向けシステム運用や請求業務請負な
どを行っており、コンピューター関連事業を基
盤とする会社としてスタートしました。

ー現在の事業に至った経緯をお聞かせください。
　会長が取引先であった病院関係者から給食業

務の受託について相談を受けたことが転機とな
りました。会長自身に調理経験はありませんで
したが、人材を確保しながら事業を運営してい
く形であればできるのではないかと考え、現在
の事業への挑戦を決意しました。そこから徐々
に事業を拡大し、現在では病院、福祉施設、学
校給食など幅広い分野で「食」のサービスを提
供する企業へと成長しました。

ー社長のご経歴をお聞かせください。
　私は関東の大学で国際関係の分野を専攻し、
学生時代には海外での留学も経験しました。就

徹
底
的
な
衛
生
管
理
の
も
と
で
、

安
心
安
全
な「
食
」を
提
供
し
、

先
進
的
な
技
術
で
沖
縄
を
支
え
る
。

株式会社日本ユニテック
代表取締役社長 安里　拓真 氏

　株式会社日本ユニテックは1989年に、会長・安里盛一氏が創業した、配食サービス・給食受託業
を営む法人である。創業当初はコンピューター関連事業を主業としていたが、給食受託事業へ進出し
事業を拡大した。安心安全な「食」を提供することを使命と考え、沖縄県内で先進的なセントラルキッ
チンおよびニュークックチルシステムを導入し、人手不足や高齢化社会への対応を進めている。
　今回は、八重瀬町にある工場を訪れ、2026年代表取締役に就任した安里拓真社長に会社の歴史や
セントラルキッチンの事業モデル、今後の展望についてお話を伺った。

インタビューとレポート　　長山　明里
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経営  トップに聞く

職時には、もともと興味のあった食品関連の仕
事に携わることができ、かつ海外勤務が可能な
企業を考えていましたが、会長からの勧めもあ
り、家業に関心を持ち始めました。大学卒業後
は別の食品会社で現場経験と営業経験を積んだ
後、当社へ入社しました。
　入社後は、単なる給食受託会社にとどまらず、
新しい配食サービスのあり方を模索してきまし
た。人手不足や高齢化が進む社会に対応するた
め、将来を見据えた事業改革に取り組んできた
ことが、現在のセントラルキッチンの事業モデ
ルにつながっています。

￨ 新たな事業モデルへの挑戦と徹底的な衛生管
￨ 理を行うための設備導入

ーセントラルキッチンの事業モデルについて
お聞かせください。

　セントラルキッチンとは、複数の施設で提供
する料理や食品を一か所でまとめて製造・加工
し、各施設へ配送する仕組みのことです。
　セントラルキッチンから再加熱カートにて配
食を行うサービスは、全国的にも前例がほとん
どない事業モデルであったため、参考にできる

事例が限られていました。そのため、大阪の先
進企業を視察しながら自社で試行錯誤を重ねる
必要がありました。一度冷却した料理を再加熱
してもおいしさや食感を維持できるよう、温度
管理や調理方法を何度も見直し、現場で検証を
繰り返すなど、その試行錯誤は約 10 年にもお
よびました。
　特にお米の食感に関しては、苦労がありまし
た。お米を提供する際に、解凍した後に固くな
りすぎたり、水分が失われてパサついたりと、
なかなか上手くいきませんでした。何度も研究
と試食を重ねた結果、炊き立てと同様の食感の
お米をチルドでも再現することができるように
なりました。現在再加熱カートにて配食提供を
一式で行っているのは、県内でも当社のみと
なっています。

ー利用している設備やシステムはどのような
ものですか？

　当社の「食」の提供に関する最大の特徴は、
セントラルキッチンとニュークックチルシステ
ムを組み合わせたものです。工場で一括して調
理・食器への盛付を行い、その後急速冷却して
チルド状態で配送します。利用者へ提供する直

株式会社日本ユニテック　セントラルキッチン（八重瀬町）
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前に再加熱カートを利用し加熱することで、出
来立てに近い品質を実現しています。従来の配
食サービスでは調理後に時間が経過するため、
料理が冷めたり品質が低下したりする課題があ
りましたが、当社の設備では温かい料理は温か
く、冷たい料理は冷たい状態のまま提供するこ
とが可能です。この設備を活用した取り組みは
九州ではまだ珍しく、現在では県外から視察に
お越しいただくこともあり、業界内で関心を
持っていただいていると感じています。

ー再加熱カートとはどのような設備ですか？
　再加熱カートは病院や介護施設に設置される
専用設備です。配送されたチルド食をセットす
ると、料理ごとに適切な温度管理が行われます。
また、利用者ごとの個別情報を施設と連携して
おり、常食、刻み食、ソフト食などにも対応し
ています。配膳ミスの防止や衛生管理の徹底に
も役立っており、施設運営の効率化につながっ
ています。このように、一人ひとり違う調理方
法で食事を提供できるところは、当社の強みで
もあります。

ーセントラルキッチンの導入によるメリット
は何ですか？

　大きなメリットは病院や介護施設の人材不足
の解消につながる点です。従来の施設内調理で
は多くの調理スタッフが必要でしたが、セント
ラルキッチンでは大量調理によって効率化が図
れます。また、施設側は厨房設備や食器を大量
に保有する必要がなく、人件費や設備維持費の
削減が期待できます。さらに、衛生管理面でも
優位性があります。調理後すぐに急速冷却し、
再加熱時の温度管理も徹底されているため、食
中毒リスクの低減にもつながっています。
　また、セントラルキッチンを活かすため、八重
瀬町にある工場をリノベーションしました。ここ
では、従業員が働きやすく、かつ衛生管理を徹底
できる動線確保、設備の配置にこだわりました。

￨ 時代に合わせた仕組みづくり

ーどのような課題がありますか？
　最大の課題は人手不足です。特に調理師や調
理補助スタッフの確保が難しくなっています。
業界全体で人材獲得競争が激化しており、ホテ
ル業界などとの競争もあるため、採用環境は

セントラルキッチン内装 再加熱カート

衛生管理が徹底されたセントラルキッチン内装
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　年々厳しくなっています。また、最低賃金の上
昇も大きな課題です。賃金上昇自体は必要なこ
とですが、給食事業は労働集約型産業であるた
め、人件費増加の影響を受けやすい構造となっ
ています。
　そのほか、食材費や資材費の高騰も課題のひ
とつです。病院や福祉施設との契約はすぐには
変更できないため、コスト上昇分を当社で吸収
しなければならない場面も少なくありません。
　さらに、高齢化の進展により配食サービスの
需要は今後も増加すると考えられますが、それ
を支える人材確保が追いつかなければ安定供給
が難しくなる可能性があります。業界全体とし
て持続可能な運営体制の構築が求められている
と思います。

ー人材不足についてどのように対応していますか？
　当社は従業員の満足度をあげることを徹底し
ています。給与はもちろんですが、従業員の働
きやすい環境づくりに努めています。工場で行
われているニュークックチルは、急速冷凍を行
うため、施設へ提供する３日前の食事を調理・
保存することが可能です。そのため、従業員の
シフトを組みやすく、日曜日は必ず休日となる

ように設定しています。調理場は火を多く使う
ため、夏は暑くて過酷な環境と思われがちです
が、当社はオール電化を導入しており、夏でも
比較的涼しい環境を整えています。
　また、県内外の大学や専門学校との連携を積
極的に進めています。栄養士養成校への企業説
明会への参加や求人活動を継続しており、県外
で学ぶ沖縄出身学生の U ターン就職促進にも
取り組んでいます。

ー人材育成についてお聞かせください。
　資格取得支援制度に力を入れており、調理師
資格や管理栄養士資格の取得を目指す従業員に
対して教材費や受験に関する支援を行い、長期
的に成長できる環境づくりを重視しています。
また、近年は技能実習生の受入れも開始しまし
た。ベトナムから実習生を受け入れ、日本語教
育や業務指導を行っています。さらに、特別支
援学校との連携による障がい者雇用も積極的に
行っています。
　セントラルキッチンは工程が標準化されてい
るため、多様な人材が働きやすい環境です。企
業として人材不足への対応だけでなく、地域社
会への貢献という側面も重視しています。

スチールコンベクション

ブラストチラー

真空冷却器
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￨「食」を提供する使命と、挑戦を続ける姿勢

ー「食」を提供するうえで、大切にしている
ことは何ですか？

　ただ食事を施設に届けるだけではなく、どの
ように届けるかも大切だと考えています。当社
では、食事は必ず食器で提供しています。施設
利用者や病院に入院している方々にとって、朝
昼晩の食事は楽しみの１つだと思います。食事
の味や衛生面だけでなく、食べる方の気持ちに
寄り添うことも「食」を提供する当社の使命だ
と考えています。

ー今後の事業展開についてお聞かせください。
　現在当社のセントラルキッチン及び受託調理
は、県内の多くの施設からご利用いただいてお
り、1 日の提供食数は 3 万 5,000 食となって
います。将来的には中部や北部での工場建設も
検討しており、県内全域や離島への供給能力を
高めることを目指しています。
　また、完全調理済み食品やレトルト商品の開
発にも取り組み、病院や介護施設だけでなく、
ホテルや観光関連施設への販路拡大も視野に入
れています。

ー最後に
　当社は、「正直者が報われる会社」、「社会に役
立つ新たなサービスを創造し続ける」という創業
時からの思いを大切にしており、時代の変化や地
域のニーズに応じて事業を進化させてきました。
　創業当初はコンピューター関連事業からス
タートしましたが、その後は給食受託事業へと
事業領域を広げ、現在はセントラルキッチン事
業など、新たな分野への挑戦を続けています。
社名の「ユニテック（Universal Technical）」
には、特定の事業にとらわれることなく、時代
が求める技術やサービスを提供していくという
考えが込められています。
　経営においては目先の利益だけでなく、10
年先、20 年先を見据えた事業運営を重視して
います。人手不足や物価上昇など業界を取り巻
く環境が大きく変化するなかでも、従業員の雇
用や待遇を守りながら持続的な企業成長を支え
る仕組みづくりを進めていきます。これからも、

「食」を通じて地域の皆さまに安心・安全を届
けるとともに、沖縄の発展に貢献していきたい
と考えています。
　引き続き、なお一層のご支援とご愛顧を賜り
ますよう、心よりお願い申し上げます。

法人概要

商　　　 号：

所　　　 在：

連  絡  先 ：

設　　　 立：

役 　 　 　 員：

従 業 員 数：

U     R     L ：

事 業 内 容：

グ ル ー プ：

盛り付けの様子

提供する食事

株式会社日本ユニテック

沖縄県那覇市松川 3-19-46　５階

098-878-1220（代表）

1989 年 1 月 13 日

代表取締役社長　安里　拓真

代表取締役会長　安里　盛一

736 名（2026 年 8 月現在）

https://www.yuniteku.jp

病院・福祉施設への配食病院、

福祉施設、学校、保育園、

社員食堂等の給食業務受託事業

株式会社沖縄総合フーズ

株式会社日本インベスト
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　株式会社首里とうふは、本社を那覇市首里鳥
堀町に置く、食品製造・販売業を主業とする法
人である。昭和 44 年に個人事業として創業し、
平成 23 年に「株式会社照屋食品」として法人化。
現在は法人名を「株式会社首里とうふ」へ変更
し、首里の伝統を重んじながら沖縄の食文化で
ある「島豆腐」を守り、その魅力発信のため挑
戦を続けている。
　今回は、店舗「THE・SHURI」を訪ね、照屋
社長にこれまでの歩みや主力事業、今後の展望
について話しを伺った。

突然の事業承継から始まった挑戦
　同社は昭和 44 年に創業者である故照屋寛輝
氏（義父）が個人事業としてスタートし、当初
は義父夫婦と数名の従業員による小規模な豆腐
製造業から歩みを始めた。
　平成 23 年には「株式会社照屋食品」として
法人化を行い、夫の照屋寛幸氏が社長として経
営を担った。地域に根差した事業を展開しなが

ら成長を続け、学校給食や量販店への供給を事
業基盤として強化を図り、沖縄の食を支える企
業として発展してきた。
　同社の大きな転機となったのは、寛幸氏の病
とその死去である。照屋社長は、当時は主に経
理業務を担当しながら、資金管理を通じて事業
運営を下支えする役割を担っていたが、経営や
製造に関する専門知識を十分に持たないまま会
社を引き継ぐこととなった。従業員や取引先を
抱えながら、大きな不安と重圧に直面し、廃業
を考えた時期もあったが、学校給食や従業員の
生活を守らなければならないという責任感から
事業継続を決意した。その後は自ら工場に入り、
現場の仕事を通じて経営を一から学びながら、
経営基盤の強化と事業の発展に尽力してきた。

沖縄の食文化「島豆腐」を守り続ける
　同社の主力事業は島豆腐の製造・販売である。
なかでも、学校給食への供給は同社の大きな強
みとなっている。学校給食向けの商品は単に豆
腐を製造するだけでなく、料理ごとに異なる大
きさへのカットなど個別対応が求められるた
め、多くの人手とノウハウが必要となる。その
うえ、パックでの納品ができないことから、県
内でも対応できる事業者は限られており、高い
参入障壁を持つ分野である。
　また、近年は従来の量販店向けの豆腐販売だ
けに依存しない経営への転換を進めており、廃
棄されていたおからを活用した「OKARA ちん

株式会社首里とうふ
沖縄の食文化「島豆腐」を守り、
首里の魅力を発信しながら、
新たな価値創造に挑戦する。

事業概要
○代表取締役　照屋　ゆきの
○本 社 住 所　那覇市首里鳥堀町 4 丁目 101-2
○ H　　　P　 https://www.teruya-tofu.com
○電　　　話　098-887-7126
〇 E m a i l　 teruya-tofu@woody.ocn.ne.jp 
〇事 業 内 容　島豆腐の製造・販売
〇店　　　舗　茶屋首里とうふ（直営店）
〇関 連 会 社　株式会社 THE・SHURI
　　　　　　　（セレクト品販売、カフェバー）

代表取締役 照屋 ゆきの 氏

企業探訪 Vol. 14
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すこう」をはじめ、「首里とうふかりんとう」、「島
OKARA カレー」、「首里しょうゆ」、「豆腐に合
うのり醤油」などの商品開発を積極的に展開し
ている。
　2021 年より、HACCP 対応や経営効率化の
観点から、かつて量販店向けに販売していた「あ
ちこーこー豆腐」の終売を決断した。「あちこー
こー豆腐」は高い人気を誇る商品であったが、
衛生面の観点から製造後すぐに配送する必要が
あり、人件費や物流コストの負担が大きいこと
が課題であった。
　終売後は収益の改善につながったものの、多
くのお客様から復活を望む声が寄せられた。そ
こで同社は、直営店「茶屋首里とうふ」にて、
出来たての「あちこーこー豆腐」の提供を再開
した。大量販売ではなく自社管理のもとで適正
な数量を販売することで、地元住民からの根強
い支持を維持するとともに、観光客の来店にも
つなげている。
　さらに、「茶屋首里とうふ」は、新たな商品
開発の実験拠点としての機能も持つ。新商品を
販売しながら顧客の反応を確認し、今後の商品
開発や販路拡大につなげるなど、テストキッチ
ンのような役割も担っており、同店を通じて島
豆腐の新たな可能性を模索している。

良き仲間とともに働き、支え合い、全従業
員の幸福度が上がる会社を目指す
　同社の経営理念は、人材育成や組織運営の指
針として位置付けられており、社員一人ひとり
が同じ方向性を共有しながら働く企業風土の形
成に寄与している。

【経営理念】
1. 安心・安全・美味しい島豆腐をつくり、お客

様と私たちの笑顔をつなぐ
2. 沖縄の食文化「島豆腐」を守りながら、新し

い島豆腐の可能性を伝承していく
3. 良き仲間とともに働き、支え合い、全従業員

の幸福度が上がる会社にしていく

　照屋社長は、「もし自分が従業員だったらど
のような会社で働きたいか」を常に考え経営を
続けてきた。売上や利益だけを追求するのでは
なく、従業員が幸せに働ける環境をつくること
が企業成長につながると考えている。人材育成
や働きやすい職場環境づくりを通じて、人材定
着と組織力の向上に取り組んでいる。
　そのため、部署の垣根を越えて協力し合う文
化を醸成するとともに、リーダー層には外部研
修の参加を推進している。また、DX を活用し
た業務効率化や残業時間の削減にも取り組み、
従業員のワーク・ライフ・バランスを重視した
職場環境の整備を図っている。

事務所・工場外観（首里鳥堀町） OKARA ちんすこう

首里とうふ
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企業探訪

「首里」という付加価値を見いだす
　島豆腐業界を取り巻く環境は厳しさを増して
おり、原材料価格の上昇や人手不足、従業員の
高齢化などの課題が深刻化しているほか、価格
競争も激しい状況である。
　同社では、価格競争ではなく、島豆腐の価値
そのものを高めるという点を重視している。社
名を令和８年 1 月より、「株式会社照屋食品」
から「株式会社首里とうふ」へ変更したことも
その一環であり、「首里」というブランドと「島
豆腐」の伝統を結び付けることで付加価値の向
上を図った。
　また、同社は地域とのつながりも大切にして
おり、長年にわたり学校給食へ島豆腐を供給す
ることで、沖縄の子どもたちへ地域の食文化を
伝えてきた。首里のまちづくり活動にも積極的
に参加しており、地域イベントや朝市への出店
など、地域活性化に貢献している。

挑戦を続ける姿勢を忘れず、新たな事業へ
　同社の今後最大のプロジェクトは、八重瀬町
で計画している新工場建設である。新工場では
最新設備の導入による生産力向上に加え、見学
機能を備えた観光型工場を構想している。ガラ
ス越しに製造工程を見学できる仕組みを整備
し、島豆腐の歴史や文化を学べる施設とする計
画である。さらに、出来たての豆腐を食べられ
るスペースや物販コーナーを設置し、観光客や
地域住民が楽しめる拠点づくりを目指している。

　そのほか、県外・海外展開も視野に入れなが
ら、EC 販売の拡充などを進め、新たな事業の
柱としていく方針である。
　地域に根差した新たな取り組みとして、令和
8 年 5 月にセレクトショップにカフェバーを併
設した「THE・SHURI」を開業した。開業の
背景には、首里城を訪れた観光客が周辺のまち
を散策する機会が少ないという課題意識があっ
た。照屋氏は、「首里城だけでなく、首里の街
並みそのものを楽しんでほしい」という思いか
ら店舗開業を決意した。
　店内では、首里の作家による作品や地域性の
高い商品も取り扱っているなど、単なる物販施
設ではなく、観光客や地域住民が首里の憩いの
場、オアシスとしての役割も担っている。今後
も「THE ・SHURI」を通じて首里の価値を広く
発信するとともに、まちづくりの推進などに貢
献していく考えである。
　同社は、今後も「島豆腐」の魅力を発信しな
がら、地域に根差した事業を展開し、沖縄の食
文化の継承と地域活性化の両立を目指してい
く。伝統を守りつつ、新たな価値創造への挑戦
を続ける株式会社首里とうふの活動に今後も注
目していきたい。

（レポート　長山　明里）

茶屋首里とうふ THE・SHURI

作業する従業員 イベント出店の様子
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特別連載

　株式会社りゅうせき建設は、公共・民間工事
をはじめ、住宅事業などを手掛ける総合建設会
社である。同社は、高い省エネ性能と快適性を
両立した RC（鉄筋コンクリート造）住宅ブラ
ンド「RC ＋（アールシープラス）」を展開して
いる。2025 年度の ZEH 普及率は 75％に達し
ており、県内有数の ZEH ビルダー（※ 2）として、
省エネ住宅の普及に取り組んでいる。
　今回は浦添市にある同社本社を訪ね、稲福社
長に、RC 住宅における省エネ化への取り組み
や ZEH 普及への思い、そして住宅づくりを支
える人材育成について話を伺った。

■ 暮らしを聞くことから始まる家づくり
　同社の売上に占める住宅事業の割合は 2 〜 3
割程度である。同社では長年、住宅供給棟数の
拡大を目標に事業を展開してきたが、人手不足
の深刻化などを背景に、棟数を追求する手法に
は限界があると判断。現在は、快適性や付加価
値の高い住宅の提供へと舵を切っている。
　稲福社長は、「住宅事業における“量から質
への転換”が、現在の省エネ住宅への取り組み
につながっている」と語る。
　同社の家づくりの特徴は、顧客一人ひとりの

暮らしを起点とした住宅設計にある。注文住宅
の相談を受ける際には、まず「暮らしインタ
ビュー」を実施する。現在の家族構成や住まい
に対する要望だけでなく、生活スタイルや将来
のライフプランまで丁寧に聞き取り、その内容
を住宅設計に反映している。
　例えば、子どもの成長に合わせて部屋を分け
られるよう、可変性のある間取りや可動式の間
仕切りを採用するなど、将来を見据えた提案も
行っている。
　このように、顧客の暮らしに寄り添った提案
から設計、施工までを一貫して担えることが、
同社の強みとなっている。住宅性能の向上だけ
でなく、「長く快適に暮らせる住まい」を提供
することが、同社の家づくりの根幹にある。

 第３回 

株式会社
りゅうせき建設
暮らしに寄り添う提案力と高性能住宅で、
ZEH 普及の未来を拓く。

　2025年４月より、全ての新築住宅に省エネ基準への適合が義務化された。温暖な沖縄において

も快適な住環境とエネルギー効率の両立が求められている。高温多湿な気候や台風といった地域特

有の課題を抱える中、地元企業はどのように省エネ住宅の普及に取り組んでいるのか。事業者への

取材を通して、沖縄県内のZEH（※１）や省エネ住宅の「今」について探る。

※１　ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）： 外皮の断熱性能等を大幅に向上させるとともに、高効率な設備システムの導入により、
室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネルギーを実現した上で、再生可能エネルギー等を導入することにより、年間の一次エネルギー
消費量の収支がゼロとすることを目指した住宅（経済産業省　資源エネルギー庁）

代表取締役社長 稲福　秀夫 氏

特別連載
ZEH・省エネ住宅の現在地
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特別連載

■ ZEH 基準の RC 住宅ブランド「RC ＋」
■ を展開
　2020 年、省エネ住宅への需要の高まりを受
け、同社は省エネ住宅市場へ本格参入した。鉄
骨住宅ブランド「ぴたホーム」の販売終了を機
に、高い省エネ性能と快適性を備えた RC（鉄
筋コンクリート造）住宅ブランド「RC ＋」の
展開を開始している。
　RC ＋は、高い耐震性・耐久性を有する RC 住
宅に、ZEH 基準を満たす断熱性能や換気性能を
組み合わせることで、RC 住宅ならではの安心感
と高い快適性を両立した住宅である。断熱材に
は環境に優しい「発泡ウレタン」を採用するほ
か、窓には断熱性能に優れた「Low-e 複層ガラス」
や、結露抑制効果の高い「アルミ樹脂複合サッシ」
を採用し、高い断熱性能を実現している。
　また、換気設備には「ダクトレス熱交換換気
システム」を導入しており、外気と室内空気を
効率的に入れ替えながら温度や湿度の変化を抑
えることで、快適な室内環境の維持に寄与して
いる。さらに、壁材には調湿・脱臭機能を備え
た「エコカラット」を採用し、沖縄特有の高温
多湿な気候に対応している。
　このほか、空気中の熱を利用して効率的にお
湯を沸かす「エコキュート」や、太陽光発電シ
ステム（オプション）の導入など、光熱費やＣ
Ｏ２排出量の削減につながる提案も可能だ。
　実際にRC＋を購入した顧客からは、「涼しい」「快
適に過ごせる」といった声が多く寄せられている
という。高い住宅性能が実際の住み心地の向上
につながっていることも、同社の特徴といえる。

■ ZEH の価値を伝え、普及率 100％を目指す
　同社は県内有数の ZEH ビルダーとして登録
されており、2025 年度の住宅施工実績におけ
る ZEH 普及率は 75％に達している。
　一方、同社によると、沖縄県内の ZEH 普及
率は全国平均と比べて依然として低い水準にあ
るという。背景には、土地価格や建築コストの
上昇に加え、省エネ性能の向上に伴う初期費用
の増加があり、導入に慎重な住宅取得者も少な
くない。
　こうした状況について同社は、「沖縄にはま
だ大きな伸びしろがある」と捉えている。住宅
取得時には予算調整の中で断熱性能や省エネ設
備の見直しが検討されることもあるが、省エネ
性能に関わる部分は建築後の改修が容易ではな
い。また、その効果は数十年にわたり、住まい
の快適性や光熱費、さらには健康面にも影響を
及ぼす。
　稲福社長は「住宅性能は完成後に簡単に変え
られるものではない。だからこそ、省エネ性能
の重要性や価値をしっかりと伝えていくことが
大切だ」と話す。
　同社では今後も ZEH 住宅の普及に取り組み、
2030 年度までに ZEH 普及率 100％の達成を
目指している。

■　　人材育成と健康経営が省エネ住宅づくり
■ を支える
　同社では、ZEH や省エネ住宅の普及を支える
人材育成にも力を入れている。管理職研修や階
層別研修に加え、住宅営業や施工管理など職種
ごとの専門研修を実施しているほか、資格取得
支援制度も設けており、受験費用の補助や資格
手当の拡充を通じて技術者の育成を後押しして
いる。

※ 2　ZEH ビルダー：自社が供給する新築住宅に占める ZEH の割合について普及目標を定め、その達成に向けて取り組む住宅事業者。
一般社団法人環境共創イニシアチブ（SII）に登録され、毎年度の ZEH 普及実績を公表している。

発砲ウレタン

Low-e 複層ガラス

エコカラット

アルミ樹脂複合サッシ
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特別連載

　また、同社は健康経営にも積極的に取り組ん
でいる。健康経営優良法人「ブライト 500」の
認定を 5 年連続で取得しているほか、育児と仕
事の両立支援や働きやすい職場環境の整備を進
め、「くるみん認定」や「おきなわＳＤＧｓ認
証（プラチナパートナー）」なども取得している。
　こうした環境は、従業員の主体的な学びを支
える土壌となっている。断熱材や換気システム、
省エネ設備など住宅性能に関わる新たな技術に
ついては、従業員自らが情報収集や研究を行
い、社内で議論を重ねながら採用の可否を検討
しているという。こうした学び続ける企業文化
が、同社の ZEH 住宅や省エネ住宅づくり、そ
して高品質な家づくりを支える原動力となって
いる。

■ 次世代住宅の実現に向けた挑戦
　同社では、ZEH 住宅の普及に加え、さらなる
快適性や利便性の向上に向けた取り組みも進め
ている。現在、新たなモデルハウスの建設を計
画しており、高い省エネ性能に加え、AI や IoT
を活用したスマートホーム機能の導入を検討し
ている。
　具体的には、スマートフォンや音声による住
宅設備の操作、居住者の生活パターンに応じた
設備の自動制御など、暮らしの利便性向上につ
ながる機能の実装を目指している。また、帰宅
時に自動でガレージを開閉するシステムなど、
日常生活の負担軽減につながる設備の導入も検
討しているという。
　稲福社長は、「住宅に求められる価値は、省
エネ性能だけでなく、快適性や利便性へと広
がっている。今後も新しい技術を積極的に取り
入れながら、お客様の暮らしをより豊かにする
住宅を提案していきたい」と語る。

　建築コストの上昇や住宅取得環境の変化が続
く中にあっても、同社は ZEH 住宅の普及を通じ
た住宅性能の向上と、顧客一人ひとりの暮らし
に寄り添った家づくりの両立を目指している。
　ZEH 住宅の普及に加え、AI や IoT を活用し
た次世代住宅の実現にも挑戦を続ける同社の今
後の動向に注目したい。

 （レポート　我謝　和紀）

会社概要
○会　社　名　株式会社りゅうせき建設
○代　表　者　稲福　秀夫
○所　在　地　沖縄県浦添市勢理客 4-20-1
○ H　　　P　 https://ryuseki-kensetsu.jp/
○電　　　話　098-878-3388
○ F　A　X　098-876-8202
○事 業 内 容　公共工事・マンション・戸建住宅・給　　　　　　　
　　　　　　　油所などの設計施工管理及びコンサル
　　　　　　　ティング・不動産の売買・仲介・リノ
　　　　　　　ベーション・外壁塗装・赤土流出防止
　　　　　　　施工

健康経営優良法人 2026 認定祝賀フォーラム

21



22

��

��
��

���

��

��

� �
��

� ���� �

����り
台　�

はじめに 
　大家好（ダージャーハオ）。みなさまこんに
ちは。琉球銀行法人事業部より台湾のコンサ
ルタント会社・則和企業管理顧問有限公司へ
出向している安慶名です。
　近年、沖縄では企業ロゴを活用したアパレ
ル商品や観光コンテンツなど、IP（知的財産）
を活用した取り組みが広がっています。台湾
でも同様に、IP ビジネスが大きな注目を集め
ており、文化やデザインを活用した新たな産
業として成長を続けています。
　8 月に台北市で開催されたアジア最大級の
クリエーティブ・ライセンス展示会「臺灣文
博 會 CREATIVE EXPO TAIWAN 2026」 を 視
察しましたので、その様子とともに台湾にお
ける IP ビジネス等のコンテンツ産業について
お伝えいたします。

 1.  台湾が育成する「文化創意産業」 

　台湾では「文創」という言葉をよく耳にし
ます。文創とは「文化創意産業（文化クリエー
ティブ産業）」の略称であり、文化や歴史、芸
術、デザインなどの文化資源を活用して新た
な付加価値を生み出す産業を指します。台湾
政府は文創産業を重点育成産業として位置付
け、2000 年代初頭から国家戦略として推進
してきました。
　2010 年には「文化創意産業発展法」が施
行され、文化産業の育成が制度化されました。
現在は文化部を中心に、人材育成、資金調達
支援、国際展示会への出展支援などを通じて、
文化コンテンツの産業化を後押ししています。
こうした政策により、台湾ではクリエイター
やデザイナーが活動しやすい環境が整備され、
IP ビジネス成長の基盤が築かれています。

 2. 文創産業を支える「文化創意産業園區」 

　台湾の文創政策を象徴する存在が、「文化創
意産業園區」です。文化部は全国各地に残る
旧工場や倉庫群を再活用し、文化産業の拠点
として整備してきました。代表的な施設とし
て、台北市の「華山 1914 文化創意産業園區」
や「松山文化創意園區」があります。
　華山 1914 文化創意産業園區は、日本統治
時代の酒造工場跡地を再開発した施設で、現
在では台湾を代表するクリエーティブ拠点と
なっています。園区内にはギャラリーやデザ
インショップ、イベントホール、映画館など
が集積し、新進気鋭のクリエイターが作品を
発表する場として機能しています。多くの台
湾発キャラクター IP がここで認知度を高めて
おり、台湾 IP 産業のインキュベーション施設
とも言える存在です。

レポーター
安慶名 庸

（琉球銀行法人事業部）
則和企業管理顧問有限公司
( ※弊行業務提携先 / 台湾現地コンサ
ルタント会社 ) へ出向中

vol.172

台湾における IPビジネスの
動向

華山1914文化創意産業園區
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　松山文化創意園區は日本統治時代の松山煙
草工場跡地を活用した施設で、台湾デザイン
研究院やクリエイター向けオフィスが入居し
ています。創作活動だけでなく事業化支援も
行われており、台湾企業にとって「創作から
ビジネス化へつなぐ拠点」として重要な役割
を果たしています。

　これらの施設は単なる観光スポットではな
く、クリエイター、企業、投資家を結び付ける
プラットフォームとして機能しており、台湾 IP
産業を支える重要なインフラとなっています。

 3. 臺灣文博會 CREATIVE EXPO TAIWAN 2026 

　台湾の文創産業を象徴するイベントが、「臺
灣文博會（Creative Expo Taiwan）」です。文
化部が主催する台湾最大級の文化・IP 展示会
であり、当初は工芸品やデザイン商品の展示
イベントとして始まりましたが、近年はキャ
ラクターライセンスや商品化権、映像化権な
どを扱う IP ビジネス商談会へと発展してい
ます。
　2026 年は文化展とブランド・ライセンス
展の二部構成で開催され、ブランド・ライセ
ンス展は台北市の南港展覧館で実施されまし
た。文化部によると、業界関係者の来場者数
は前年比 46.4％増の 4 万 1,000 人超となり、
高い関心を集めました。また、870 を超える
ブランドや IP が出展し、日本、韓国、香港、

タイなどから 50 以上の海外ブランドも参加
しました。さらに 80 名以上の海外バイヤー
が来場するなど、国際的な IP 取引・ビジネス
マッチングの場として存在感を高めています。

　近年の文博会は単なる展示会ではなく、キャ
ラクターライセンス、商品化権、出版権、映
像化権、海外販売権など、多様な知的財産を
取引するプラットフォームへと進化していま
す。台湾の IP ビジネスが大きく成長している
ことを実感できるイベントでした。
　また、今年は沖縄県産業振興公社が主催す
る沖縄パビリオンも設置され、県内約 10 社

臺灣文博會①

臺灣文博會②

松山文化創意園區



����り�台�
� �
��

� ����

vol.172

24

が出展していました。沖縄の観光資源や伝統
文化、キャラクターコンテンツを海外へ発信
する場としても有効であり、台湾市場の可能
性の高さを感じました。 

 4. 台湾 IP 市場の拡大 

　台湾の IP 市場は近年急速に拡大していま
す。2026 年の臺灣文博會ブランド・ライセ
ンス展では、総取引額が 16 億 5,000 万台湾
ドル（約 82 億円）に達し、前年比 22％増を
記録しました。来場者数、取引額ともに過去
最高水準となり、市場の拡大と国際化の進展
を示しています。
　文化部の李遠部長も、台湾の近年のキャラ
クターや IP（知的財産）の発展の速さは驚く
べきものだとし、台湾は歴史と文化の厚みが
あるからこそ、漫画やアニメ、映画へとマル
チメディア展開ができると述べています。
　台湾では文化資源を IP 化し、多様な産業と
結び付けることで新たな経済価値を創出する
流れが定着しつつあります。
　沖縄もまた、琉球文化、伝統芸能、食文化、
観光資源など独自性の高いコンテンツを数多
く有しています。台湾が取り組む「文化資源
の IP 化」や「ライセンスによる収益化」の仕
組みは、沖縄の地域ブランド価値向上や新た

な産業創出を考える上で大いに参考になるの
ではないでしょうか。
　特に台湾市場は日本文化への親和性が高く、
沖縄企業が海外展開を進める際の有力なテス
トマーケットになり得ます。今後も臺灣文博
會などの国際展示会を活用することで、沖縄
発 IP のさらなる海外展開が期待されます。

 最後に 

　琉球銀行では、則和企業管理顧問有限公司
と連携し、県内事業者の台湾展開を支援して
おります。台湾で開催される展示会や商談会
への出展、現地企業とのビジネスマッチング、
商標登録など、幅広いサポートを提供してい
ます。台湾市場への進出にご関心のある方は、
お気軽に琉球銀行へお問い合わせください。

参考文献：
（1） 文 化 部． 公 式 ホ ー ム ペ ー ジ．2026.08.25．

https://www.moc.gov.tw/jp/
（2）臺灣文博會．公式ホームページ．2026.08.25．

https://creativexpo.tw/zh-TW
（3） フ ォ ー カ ス 台 湾 中 央 社 日 本 語 版．「 ク リ

エ ー テ ィ ブ エ キ ス ポ 台 湾 」 ブ ラ ン ド 展 始 ま
る　 趣 向 凝 ら し た 商 品 や キ ャ ラ ク タ ー 集 結．
2026.08.06．https://japan.focustaiwan.tw/
culture/202608060006

（4） フ ォ ー カ ス 台 湾 中 央 社 日 本 語 版． ク リ
エ ー テ ィ ブ エ キ ス ポ 台 湾、 ブ ラ ン ド 展 閉
幕　 総 取 引 額 は 約 82 億 円 で 過 去 最 高．
2026.08.13．https://japan.focustaiwan.tw/
economy/202608130004

則和企業管理顧問有限公司
( ※琉球銀行 業務提携先 / 安慶名赴任先 )
TEL：+81-(0)80-9853-0794（日本）
　　   +886-(0)988-958-295（台湾）
Email：you_agena@pr.ryugin.co.jp

臺灣文博會 沖縄パビリオン①

臺灣文博會 沖縄パビリオン②
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沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて

　OISTのテクノロジー・パイオニア・フェ
ロー在任中に同社を共同設立した最高技術
責任者（CTO）のペン・チョウ��は、次のよ
うに�べています。「オ�オイド受容体経路
に関する長年の研究成果を基盤に、シュレゼ
ン・バイオセラ�ューテ�クス を設立できた
ことを大変うれしく思います。�性および�
性の�みに�しむ方�に、より安全で効果的
な��法を提供することを目指しています」

���の�し�を��に
　「シュレゼン」という社名は、チョウ��の
�き父の名�である「S�� S�e��（シュー・
シェン）」に�来しており、中国語での発音が
よく�ていることから名付けられました。

「私が�学者の�を�したのは、父のおかげ
です。父は常に、私の視野を広げるよう�ま
してくれました」とチョウ��は語ります。
��大学で生化学の���を取得した後、
チョウ��は��大学の�見明���の研
究室で研究をつづけました。その�、父�が

※沖縄�学技術大学�大学のHPから
�可を得て転載した�事です。

シュレゼン・バイオセラ�ューテ�クスの創業チームが、OIST内の新しいラ�スペースの�に集まった様子。���から、アンジェラ・
アレス・�タ氏（OIST I��o����o�）、和���氏（サイセイベンチ�ー�）、ジェームス・フェリシアーノ氏（サイセイベンチ�ー��
シュレゼン・バイオセラ�ューテ�クス CEO）、パオラ・バトラー・�ネッテ�氏（OIST I��o����o�）、ペン・チョウ��（シュレゼ
ン・バイオセラ�ューテ�クス 最高技術責任者）、�本修平氏（シュレゼン・バイオセラ�ューテ�クス オペレーション担当シニアデ�
レクター）。��野� ��代

�沖縄���������の取り組�について�

OIST 発のバイオ��品開発スタートアップが、近年�自に明らかにした���カニ�ムを
標的とするペプチド���の開発に取り組んでいます。

����た����ーチ������������のス�ート�ッ�
���シ���ン����セラ��ーテ�クス�

重度の��や�性��の管理において、オ�オイドが�一の���となる�ースも少なくありま
せん。しかし、オ�オイドには依存�や��障�、過��取といった�作用のリスクがあり、課題
となっています。沖縄�学技術大学�大学（OIST）発のスタートアップ「シュレゼン・バイオセラ
�ューテ�クス �S���e� ��o��e���e������」は、特�を取得した�自のペプチド技術を用いて、こ
うした課題の�決に取り組んでいます。従来とは異なる方法でオ�オイド受容体経路を標的とす
ることで、重�な�作用を伴わない効果的な���和の実現を目指しています。

新時代の�育��を切り拓く
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沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて

���から��へ、新たな��
　OISTの研究成果の技術開発・事業化を支
援する拠点であるOIST I��o����o�のサ
ポートを受け、チョウ��は、このペプチド
技術に関する知的�産の��を進めるとと
もに、動物モデルを用いた数年にわたる��
�研究を通じて、その有効性と可能性の検証
を続けました。さらに、OISTプルーフ・オブ・
コンセプト（POC）プロ�ラムの一環である

「テクノロジー・パイオニア・フェロー」に�
出され、研究資金の提供や専用の実験スペー
ス、起業家育成トレーニン�などの幅広い事
業化支援を活用しながら、スタートアップ設
立の基盤を築きました。
　OIST I��o����o�の�ローバルなネット
ワークを通じて、チョウ��は後にシュレゼ
ン・バイオセラ�ューテ�クスのCEOとな
るサイセイベンチ�ー�のジェームス・フェ
リシアーノ氏と出会いました。サイセイベン
チ�ー�はシード資金を提供するとともに、
フェリシアーノ氏は製�業界で長年�った
経営・事業化の経験をもたらしました。チョ
ウ��、フェリシアーノ氏、そしてサイセイ
ベンチ�ー�の連�により、シュレゼン・バ
イオセラ�ューテ�クスは有望な研究成果
を社会実装へつなげるための�学的・事業
的・�務的な基盤を構築しました。
　OISTのPOCプロ�ラムのマネジ�ーであ
るアンジェラ・アレス・�タ��は、次のよう
に�べています。「チョウ��とシュレゼン・
バイオセラ�ューテ�クスは、POCプロ�
ラムが目指している成果を体現する��ら
しい例です。研究室で生まれた発見を社会に
貢献するイノベーションへと発展させる研
究者を支援することで、POCプロ�ラムは
�学的発見と社会的インパクトをつなぐ�
け�となっています。チョウ��の歩みが、
OISTをはじめ、日本、そして世界中の研究者
にとって、自らの発見を社会に役立てる挑戦
への一歩を�み出すきっかけとなることを
�っています」

沖縄から��へ
　シュレゼン・バイオセラ�ューテ�クスの
チームは、OISTの研究室から�出される世
界トップクラスの人材との連�を見据え、沖

�期がんと�断されました。
　「父が病気になった時、私は6か月間実家に
�り、父の��をしました。��に病�へ通
う中で、�みに�しむ多くの�者さんを目に
しました。これが、私がシュレゼン・バイオセ
ラ�ューテ�クスを設立するきっかけとな
りました。特に、�期の�者さんのために、よ
り良い����法を開発したいと考えまし
た。�者さんの�しみを和らげ、ご家族と過
ごす大切な時間を少しでも長く、より良いも
のにできるよう支援したかったのです」と
チョウ��は語ります。
　父を�くした後、チョウ��は、当時OIST
へ�転してきた�見��の研究室に�りま
した。そこで、単一分子追�技術を用いて、オ
�オイド受容体の�量体化についての研究
を進めました。
　従来、オ�オイド���は個�のオ�オイ
ド受容体タンパク質（単量体）を標的として
作用すると考えられてきました。しかし近
年、受容体シ�ナル伝達経路に関する研究か
ら、これらのタンパク質はしばしば�量体を
形成し、�つの受容体分子が結合した状�で
存在することが�されています。この�量体
化は受容体のシ�ナル伝達に影響を及ぼし、
オ�オイド�法の�作用にも関与している
ことが知られています。チョウ��らは研究
の中で、この�量体化を��できるペプチド
を特定しました。これらのペプチドを従来の
オ�オイド���と併用することで、��耐
性の発現を抑え、�効を高めるとともに、重
�な�作用を軽減できる可能性が�されま
した。

チョウ��は、より安全かつ効果的な��管理法の開発を目指
し、長年にわたり�みの伝達経路の研究に取り組んできた。
� Re���o ����
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沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて

縄を拠点に同社を設立することを�びまし
た。日本で開発された技術を基盤としなが
ら、チョウ��とフェリシアーノ氏は、とり
わけ�国やカナダをはじめとする�ローバ
ル市場への展開を目指しています。これらの
国�は、��用オ�オイドの�用が多く、そ
のリスクが社会的課題となっています。�国
だけでも、1���年から2023年までの間に、
�方オ�オイドの過��取に関連して30�
人�上が死�したとされており（注1）、安全
で効果的な��管理の新たなアプローチが
�務となっていることを�しています。
　同社は設立後、着実に歩みを進めており、
最近では沖縄県の「令和8年度沖縄先���

技術基盤形成�進事業（研究高度化事業）補
助金（ステージ3）」に採�されました。
　同社の今後の展望について、フェリシアー
ノ氏は次のように�べています。「私たちの
��は、オ�オイドを用いた��管理をより
安全かつ効果的なものにすることです。
OISTから生まれた初のバイオテクノロ
ジー・スタートアップの一つとして、このイ
ノベーションを日本から世界へ�け、�みに
�しむ人�の生活の質向上に貢献したいと
考えています」
シュレゼン・バイオセラ�ューテ�クスの��につい

ては、��������www.����e���o.�o��をご�ください。

�・検証が行われました。その結果、特に学�
データが限られた状況において、�いを高い
�度で分�できることが�されました。この
研究成果は学術���e��o�o����� Co�-
������ � E����ee�����に掲載されました。 

　沖縄�学技術大学�大学（OIST）の研究
チームが開発した、�に着想を得た新しいア
ル�リ�ムが、現実的な�件でも実用化でき
る可能性を�しました。このアル�リ�ムは
��による�いの識別システムに基づいて
おり、実験的な�いデータセットを用いて学

� C���e���e Ho��e��OIST

ショウジョウバエの���を模した新しい�い識別アル�リ�ム。大気��の�視や�発物の
検知に向けた省エネルギー技術への応用が期�されます。

��������け��れ���ショ��ョ���������た��

動物界では、エネルギーの��が生き残りを��します。そのため、私たちの�は、情報を�存・�
理する際にエネルギーや資源を極めて効率よく�えるよう進化してきました。こうした高効率な
情報�理の仕組みを再現しようと、計算�学の研究者たちは1�80年代から�の構造や機能を模
�する研究に取り組んできました。しかし、エネルギーが限られ、学�データが��に�積される
ような現実的な環境において、少ない�モリで効率よく動作する実用的な手法の実現には、まだ
�っていません。 
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�������エは�れない�
　研究チームが新しいアル�リ�ムの着想
源としたのは、小さなショウジョウバエで
す。�シの実よりも小さなこの��の�には
�14�個のニューロンがあり、�経�学研
究で広く利用されています。 
　「ショウジョウバエの�は、最も�しく�
明されている�の一つです。�全体を研究対
�にできるほど単�でありながら、複�な情
報�理を実現しています」と、本研究の共同
�者であるOIST生物��形動�データサイ
エンス研究�ニットの�ン・シェン��は�
明します。「特に�味深いのが、その���で
す。このシステムでは�スパースコーデ�ン
��と�ばれる計算手法が用いられており、

学�を行わなくても異なる信�同�の重な
りを減らすことができます。そのため、より
少ないエネルギーで�いを効率的に表現で
きるのです」 
　研究チームが開発したアル�リ�ム

「S��-���」では、ショウジョウバエの���を
3層のニューラルネットワークとしてモデル
化しました。入力された�い信�は1000個
のニューロンからなる中間層へランダムか
つ�に�影され、それ�れの�いに対してご
く少数のニューロンだけが活性化します。活
性化したニューロン�は�いごとに�有の
バーコードとして機能し、連合学�によって
出力ニューロンがそれを認識します。 

　このシステムを検証するため、研究チーム
は2種�の�いデータベースを用い、さま�ま
な分�アル�リ�ムと性能を比�しました。 
　「S��-���は、少数のサンプルだけで�いを
識別できる��ew-��o� �e������（少数事例学
�）�において最も優れた性能を�しました」
と、本研究の共�者であるOIST�経計算�
ニットのKe��� �����は�明します。「ま
た、�Co������� �e������（継続学�）�にも優
れており、過去に学�した�いの識別能力を

�うことなく、新しい�いを学�できまし
た。これは、新しい情報を学�際に過去の学
�内容を�れてしまう�C������o���� �o�-
�e�����（��的��）�と�ばれる従来の学
�手法における大きな課題を��する可能
性を�すものです」 
　もちろん、S��-���にも限界があります。現
時点では、全体的な性能は、最良の従来型機
�学�手法と比べると改善の�地がありま
す。また、現実の環境で��に見られる複数

�はショウジョウバエの��（�いの分�）に関わる�回路を�した模式図で、�は異なる種�のニューロン、��は活性化する経路や
�続を表している。�はショウジョウバエに着想を得たアル�リ�ム「S��-���」のアーキテクチ�。
ショウジョウバエでは、��受容ニューロン（OR�）が環境中の�いを感知し、その情報を��ニューロン（P�）へ伝える。この信�は
�所ニューロン（L�）によって調整された後、�2000個の�ニオン��（KC）へ送られる。P�とKCの間には多数のランダムな�続が
あり、�いの情報はより高次元な表現へと拡�される。さらに、異なる信�同�が��らないよう、別のニューロン（APL）がKCの�5％
を抑制することで、それ�れの�いに対してごく少数のKCだけが活性化する。活性化したKCがバーコードとなり、出力ニューロン（こ
こでは��O�と表�）へ信�を送る。このように�い情報を一度大きく拡�した後に少数の�経活動へ�り�むことによって形成される
�有の経路により、それ�れの�いを識別できるようになる。さらに、新しい�いに��した場合には、KCと��O�の結合部にある学�
アル�リ�ムによって、��かつ継続的に学�できる仕組みとなっている。 
S��-���は基本的にこの仕組みを小型化したものであり、同様に情報を一�拡�し、その後�り�むという仕組みで、より少ない層数で構
成されている。中間層で活性化したニューロンはそれ�れの�いに�有のバーコードとして機能し、連合学�のルールを用いて出力
ニューロンがそのパターンを認識する。  
� ��� e� ��.� �e��o�o����� Co������� ��� E����ee����� 2026. DOI� 10.1088�2634-4386��e�177
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沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて

に着想を得た、ハードウェア�換性のあるア
ル�リ�ムの開発は、幅広い分野への応用に
つながる可能性があります」 
　このアル�リ�ムは�いの識別を目的と
して設計されていますが、そのためにはまず
�いを検出するセンサーが必要です。����
�とアイントホーフェン工�大学、キール大
学の共同研究者らは現在、�い検知用ハード
ウェアの開発を進めており、将来的にS��-���
を統合することを計画しています。最終的な
目標は、幅広い実用用�に対応できる人工の
�を作り出すことです。 

の�いが�在する状況でどの程度の性能を発
�できるのかについても、さらなる検証が必
要です。しかし、S��-���は�に着想を得たコ
ン�ューテ�ン�の実現に向けた有望な�筋
を�しています。

��の�を�る�
　「�発物の検知、アレル�ン�度の�価、食
品の安全性の確�、�物の識別など、�いの識
別には�常に幅広い応用があります」と���
��は�明します。「また理論上、S��-���は�
いだけでなく、あらゆる識別�題に応用でき
る可能性があります。そのため、このような�

�����とアイントホーフェン工�大学、キール大学の共同研究者らが開発したチップ。研究チームは��の論文で、�い検知を実現する
ためのハードウェアとして、このチップを報�している。S��-���は、このようなニューロモーフ�ックハードウェアと完全な�換性を持つ
よう設計されている。
� �e��o�o����� E��e Co������� S���e�� L�� �� TU E����o�e�

OISTでは下�のとおり一般見学の受け入れを行っております。
・自�見学�予�不要、毎日�時�17時
・ガイド付き見学�要予�・先着�、平日のみ
�しくはHPの見学ページ（��������www.o���.
����������e�-������-�o��）をご�ください。

見学ページ
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県内大型プロジェクトの動向
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県内大型プロジェクトの動向
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　令和 6 年度より実施している「沖縄型スタートアップ拠点化推進事業（地域課題解決型スタート
アップ支援事業）」では、県内の自治体とスタートアップ企業が共創して実施する実証プロジェクト
を推進することで、地域課題の解決とスタートアップ企業の県内定着・成長促進を目指しています。
　本事業の一環で、令和８年８月５日（水）に東京都内会場にて、「自治体発の地域課題ピッチイベ
ント」を開催しました。当日は、会場とオンラインとのハイブリッド型で実施し、会場には約５０名、
オンラインを含めると約１５０名の参加があり、盛況のうちに終えることができました。
　本イベントでは、県内自治体職員がスタートアップ企業に向け「行政だけでは対応が困難な地域
課題」を発信しました。また、ピッチイベント終了後に実施した登壇自治体と現地参加者との交流
会では、活発な意見交換が行われ、参加者同士の交流の場となりました。
　今後は、自治体の地域課題に対する課題解決プロジェクトに取り組むスタートアップ企業を対象
とするアクセラレーションプログラムを実施し、「社会性と経済性の両立」を基準に提案事業の絞り
込みや事業内容のブラッシュアップを行います。優秀な提案を行った企業には自治体とのマッチン
グ支援や地域課題解決に向けた実証実験の後押しを行う予定です。

県内自治体が提案募集する
地域課題詳細はコチラ ＞＞

※アクセラレーションプログラムの詳細および地域課題ピッチイベントの
アーカイブ動画につきましては、右記の二次元コードをご参照ください。

����
vol.206　

【お問い合わせ】
内閣府沖縄総合事務局経済産業部企画振興課 

TEL：098-866-1727

沖縄総合事務局経済産業部の取り組みについて

地域課題解決型スタートアップ支援事業
【官民共創】自治体発の地域課題ピッチイベント

アーカイブ動画  プログラム詳細 

［ピッチ］各自治体の発表の様子

～ピッチイベント・交流会の様子～

［交流会］各ブースでの交流の様子

登壇自治体 発信した地域課題 

西原町 
産業観光課 

町の特産品を活用し、町内事業者の競

争力向上につながる商品開発・販路拡

大モデルをつくりたい。 

宮古島市 
環境保全課 

不法投棄を抑止し、島の生活環境と景

観を守りたい 

与那原町 
生涯学習振興課 

マリンスポーツ合宿地・観光拠点を支

える環境整備 

沖縄県 
地域包括ケア推進課 

介護になる前に支える、高齢者の日常

を「あきらめない」共創モデルの構築 

恩納村 
農林水産課 

サンゴの海を守るベチバーの利活用・

収益化モデルの構築 

南風原町 
まちづくり振興課 

規格外の地域農産物を、農家の副収入

につながる加工品へ転換したい 

名護市 
農林水産課 

北部地域の市場価値を高める水産流通

DX�市況予測・地域需要・品質情報に
よる出荷判断支援� 

うるま市 
産業政策課 

美しき津堅島を未来へ�ゴミ問題を解
決する「持続可能な離島モデル」の構

築� 
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行政情報
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行政情報

「中小企業セーフティネット資金（融資対象７）」 

及び「賃上げ支援資金」のご案内 

～県内中小企業者の経営安定・賃上げ支援に向けた「沖縄県融資制度（６月補正）」の拡充について～ 

 

沖縄県では、近年の人手不足や賃上げ、中東情勢の緊迫化等の厳しい経営環境に直面する県内中小・

小規模事業者の皆様を支援するため、令和 8年 6月補正予算において 2つの資金を拡充しておりま

す。国の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用した県の保証料補助により、保証料率

0.00%（事業者負担ゼロ）でご利用いただけますので、事業者の皆様はぜひご活用ください。 

【融資対象追加】 中小企業セーフティネット資金（融資対象７） 

融資対象者 中東情勢の緊迫化に伴う物価高騰等の影響を受け、以下のいずれかに該当する方 

① 最近 3 ヶ月間の売上原価率等（売上高に対する売上原価又は販売管理費の割合）

が前年同期比で増加しているもの 

② 最近 1 ヶ月間の売上原価率等が前年同月比で増加、かつその後 2 ヶ月を含む 3 ヶ

月間も増加する見込みのもの 

資金使途 運転資金（既存区分 1〜6の融資枠とは別枠でお申し込み可能） 

融資条件 融資限度額：3,000万円以内 ｜ 融資利率：年 1.90%（固定金利）  

融資期間：7年以内（うち据置 1年以内） 

信用保証料率 0.00%（全額県補助） 

※国の「重点支援地方交付金」を活用し、保証料を県が全額補助！ 

対象期間 令和 8年 8月 3日 〜 令和 8年 12月 31日までに融資実行されたものが対象 

【総融資枠拡大】 賃上げ支援資金 

融資対象者 次の①・②いずれにも該当するもの 

① 令和 7年 10月 1日〜令和 8年 9月 30日までに、事業所内の最低賃金（時給又

は時給換算）を 3.0%以上引き上げることを実施又は実施予定のもの 

② 賃上げに向けた生産性向上や価格転嫁等に取り組むもの 

資金使途 運転資金、設備資金、運転・設備資金 

融資条件 融資限度額：3,000万円 ｜ 融資利率：年 1.98%（固定金利） 

融資期間：運転 7年以内（据置 1年）／ 設備 10年以内（据置 1年） 

信用保証料率 0.00%（全額県補助） 

※国の「重点支援地方交付金」を活用し、保証料を県が全額補助！ 

対象期間 令和 8年 12月 31日までに融資実行されたものが対象 
 

【ご利用の流れ】 

両資金ともに、琉球銀行をはじめとする取扱

金融機関の窓口へ直接申込 

【お問い合わせ先】 

沖縄県 商工労働部  

中小企業支援課 TEL：098-866-2343 

セーフティネット資金 詳細（県 HP） 

 

賃上げ支援資金 詳細（県 HP） 

 

※いずれも県内で同一事業の事業歴が１年以上の中小企業者、協同組合等が対象です。 
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県内の景気動向
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県内の景気動向
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県内の景気動向
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不正送金詐欺は「ITに不慣れな人や高齢者が遭う
もの」と思われがちですが、若い世代にも急速に広
がっています。警察庁によれば、インターネットバ
ンキングに係る2025年の年間被害は4,747件で
約104億円と過去最多です。また、一部報道などに
よると、25年上半期の個人被害者約2,500人のう
ち20代と30代で約47.8％を占めたとされます。
その背景には、知識不足だけでなく、日々の慣れや
責任感すらも利用する詐欺の巧妙さがあり、誰もが
標的となり得ます。
近年は、偽の警告画面で不安をあおるサポート詐

欺と電話で信用させてだますボイスフィッシングを
組み合わせた事例が出ています。銀行を装った電話
で「システム更新が必要」と説明し、メールやSMS
から遠隔操作ソフトや偽サイトへのアクセスを促し
ます。利用者に認証情報を入力させ、その間に不正
送金が行われるおそれがあります。生成AIで文面や
音声が巧妙化しても「急がせる」点は変わりません。
見抜く鍵は、相手が行動を急がせていないかにあ

ります。「今すぐ」「電話を切らないで」「秘密にして」
は判断を止める合図です。銀行を名乗る電話でも一
度切り、公式サイトの番号へ自分から確認しましょ
う。合言葉は「急ぐ前に、切って確認」です。
もし認証情報入力や不審な送金に気付いた際は、

取引金融機関の公式窓口への相談をおすすめします。
遠隔操作が疑われる時は端末をネットから切り離し、
履歴等はそのまま保存することが大事です。詐欺を
防ぐ力は、知識の量よりも「立ち止まって確認する
習慣」から生まれます。

戦前の四町 (東町・西町・若狭・泉崎 )は、琉球
王国時代から那覇の中心地へと発展してきた歴史あ
る地域で、県内最大級の伝統行事「那覇大綱挽」の
発祥の地として知られています。港町として多くの
人や物資が行き交い、那覇の経済と文化を支えてき
た東町・西町一帯は、現在も歴史と伝統を受け継ぎ、
地域の特性を生かした多様なまちづくり活動を展開
しています。
その取り組みの1つに「那覇こども大綱挽まつ

り」があります。地域の誇りである那覇大綱挽の伝
統を次世代へ継承することを目的に毎年11月に開
催され、今年で10回目を迎える予定です。東町・
西町のサンシャイン通りを会場に、地域の小・中学
生が東西に分かれて綱を引き合います。旗頭演舞や
獅子舞、空手演武なども披露され、子どもたちが地
域の歴史や文化への理解を深める機会となっていま
す。
また、東町地区では住民や事業者、自治会、学校、

各種団体が連携し、地域活性化やまちづくりをテー
マとした交流事業を推進。郷土愛の醸成や地域の絆
づくり、商店街のにぎわい創出につながり、東町地
区の魅力発信にも大きく貢献しています。
このように東町地区は、那覇大綱挽発祥の地と

しての誇りを大切に守りながら、子どもたちへの伝
承活動と地域交流を通じて活力あるまちづくりを進
めています。伝統と未来をつなぐこれらの取り組み
は、地域の歴史文化を継承するとともに、東町のさ
らなる発展と地域活性化を支える重要な役割を果た
しています。

那覇こども大綱挽ま
つり 不正送金詐欺

琉球銀行　那覇ポート支店長兼那覇ローンセンター長
石垣　美佐子

琉球銀行　ペイメント事業部
喜納　樹

～伝統と未来つなぐ催し～ ～見抜く鍵「急がず確認」～

那覇こども大綱挽まつりの様子
※写真は実行委員会提供
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沖縄タイムスに掲載のコラム　 [ 注：所属部署、　役職は執筆時のものです。]

宜野湾市の西普天間地区は、米軍キャンプ瑞慶
覧の返還跡地です。面積は約50.7㌶（約50万 7
千平方㍍、東京ドーム 10.8 個分）あり、約 70
年にわたって米軍住宅地として利用されてきました
が、2015年に返還されました。
宜野湾市の都市計画マスタープランによると、

「沖縄健康医療拠点」の形成を目指した大規模なま
ちづくりが計画されています。25年には琉球大学
病院が移転・開院し、医療・研究拠点としての機能
が強化され、沖縄県全体の医療水準向上や健康長寿
社会への貢献が期待されています。
また、同地区では18年度から土地区画整理事

業が始まり、事業期間は32年度までを予定してい
ます。総事業費は約176億円で、都市計画道路や
区画道路、公園、上下水道、雨水排水施設の整備に
加え、無電柱化事業も計画されています。特に、国
道58号と国道330号を結ぶ県道81号宜野湾北
中城線は、地域交通を支える重要な幹線道路として
整備が進められており、その周辺では住宅や商業施
設の開発も本格化しています。
宜野湾市は、同地区を医療拠点にとどまらず、

居住・交流・文化機能を兼ね備えた新たな都市拠点
として発展させる方針を示しています。さらに、将
来的には普天間飛行場跡地やキャンプ瑞慶覧内の返
還予定区域インダストリアル・コリドー地区との連
携、相乗効果も期待されています。基地返還跡地利
用の先進事例として注目を集める西普天間地区は、
沖縄の新たな成長をけん引する地域として、重要な
プロジェクトになっています。

西普天間地区

琉球銀行　真栄原支店長
上里　玲花

～跡地利用の先進地域に～

デジタル技術の普及と共に、金融機関で非対面取
引が拡大しています。銀行でサービスを受ける際、
以前は窓口での対面取引が当たり前でしたが、口座
開設やローン契約などオンラインで申し込みから契
約まで完結するサービスが数多く提供されています。
その背景には、eKYC（電子本人確認）の普及や

その高度化が寄与しています。eKYCとは、オンラ
イン上で本人確認を完結させる仕組みです。これま
では本人確認書類のコピーを郵送するなど手間のか
かる手続きが必要でしたが、本人確認書類と顔（容貌）
の撮影データをオンライン送信することで完結し、
手続きにかかる時間や負担が大幅に削減されました。
また、偽造身分証による不正対策として2027年4
月をめどに、マイナンバーカードなどの ICチップを
スマートフォンで読み取り、より厳格な手法へ移行
していきます。
このように高度化したeKYCを利用した金融機関

の枠組を越えたサービスも生まれています。生活基
盤プラットフォームが提供する「ペンリィ」という
サービスでは、ICチップに記録された氏名や住所を
基に、引っ越しの際の自治体への「転出届 /転入・
転居予約」および金融機関への「住所変更」をオン
ラインでまとめて行うことができます。役所や複数
の金融機関へ出向く労力を考えると、夢のようなサー
ビスではないでしょうか。オンライン手続きに苦手
意識を持つ方もいるかもしれませんが、サービス提
供者も理解しやすいWEBページになるよう工夫を重
ねていますので、ぜひ一度試してみてはいかがでしょ
うか。

電子本人確認

琉球銀行　事務統括部
山川　宗太

～非対面取引拡大 便利に～
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糸満市真栄里地区は、那覇空港から約10kmとい
う好立地にあり、国道331号の全線開通によって交
通利便性が大きく向上したエリアです。
土地利用計画では複数のゾーンに区分されており、

商業施設ゾーンでは県内ホームセンターやスーパー
などの建設が予定されています。これにより、雇用
拡大や利便性向上に加え、来訪者の増加による経済
効果が期待されます。また、331号を境にエリアを
分け、各地区にコンセプトが設定されています。
西エリアは「市民と来訪者の交流拠点形成による

にぎわいのあるまち」をコンセプトにし、公共交通
の利便性向上による地区の玄関口空間の創出や、地
域活性化と観光振興機能の導入、誰もが憩い集える
空間づくりを推進します。
東エリアは「産業・経済の新拠点形成による活気

あるまち」をコンセプトにし、次世代型物流団地を
核とした産業拠点の形成とデジタル産業機能の導入
を推進します。
2023年から本格的にスタートした糸満市（真栄

里地区）土地利用計画は着実かつスピーディに歩み
を進め、にぎわいと活力を生み、次世代へつなぐ地
域振興の拠点のまちとしてさらなる進化を成し遂げ
ようとしています。こうした中、28年NHK大河は
「ジョン万」（主演・山﨑賢人）の放映が決定しました。
糸満市大渡海岸には、鎖国下の日本の平和的開国に
貢献したジョン万次郎ゆかりの地として、上陸記念
碑が建立されています。さまざまな話題で注目を集
める糸満市へ一度足を運んでみてはいかがでしょう
か。

糸満市真栄里地区

琉球銀行　糸満支店長
仲宗根　さつき

～次世代つなぐ振興拠点～
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2026年 7月開催の企業会計基準諮問会議において、我が国の会計基準における「のれんの非償却の
導入およびのれん償却費計上区分の変更」（以下、「のれんの償却／非償却問題」という。）について、

のれんを一定の期間にわたって償却を行う基本的な会計処理の枠組みは変更しないこととし、のれん

の非償却の導入（選択制）およびのれん償却費の計上区分変更についても、これ以上の検討を進めな

いことで合意が得られました。

2025年 8月に掲載した「のれんの非償却に関する議論」（https://www.grantthornton.jp/insight/newsletter
/ceo-mr/202508/）において、のれんの償却／非償却問題の検討が同年 7月から開始されたことをお伝え
しましたが、今回の合意に至るまでの 1年間の主な動向は以下のとおりです。

公聴会の実施

2025年 8月から 2026年 2月にかけて 8回にわたる公聴会が開催され、学識経験者、財務諸表作成
者、財務諸表利用者および監査人に対する意見聴取が行われました。その結果、主に以下のような見

解が得られました。

� のれんの償却・非償却の選択制の採用は、比較可能性の観点から懸念があり、難しい
� 仮にのれんの非償却を導入する場合、広範な会計基準のセットでの見直しが不可欠であり、早期
で円滑な対応は難しい

� 上記からすると償却の維持が有力な選択肢となるが、償却期間や償却方法に関するガイダンスや
開示の見直しを行うことは考えられる

� のれん償却前営業利益の欄を設けることは、投資家への情報提供の工夫となる
情報要請および追加の公聴会の実施

公聴会により、のれんの償却／非償却問題に関する情報は相当程度蓄積されましたが、他の意見を

有する利害関係者の存在を否定できないため、より慎重な対応を行うべく、2026年 4月から 6月にか
けて情報要請が行われました。すなわち、これまでに収集した情報を整理して一般に広く公表し、そ

こに記載されていない追加的な情報があれば、その提供を求めました。その結果、のれんの非償却導

入の不可逆性（のれんを非償却に変更すると、償却を再導入することは困難となる）に関するコメン

トのほか、いくつか新たな観点からの意見が寄せられました。

さらに、追加的な公聴会が 2026年 6月に開催され、のれん非償却が望ましいと考えられるものの、
非償却導入の議論には一定の時間を要することを踏まえ、新たな提案として、のれん償却前営業利益

等を決算短信等で制度開示させたり、のれん償却前の利益をベースとした利益に関連する指標（EPS、
PER、ROEなど）を利用できる環境を整えるべき、などの意見が聞かれました。

お見逃しなく！

意見聴取等の過程で、償却期間の設定の難しさや償却方法に関する実務上の課題が明らかとなった

ため、のれんは「20年以内のその効果のおよび期間にわたって、定額法その他の合理的な方法により
規則的に償却する」とする現行基準の考え方を明らかにすることで対応を図ることができるか、検討

することとなりました。さらに、のれん償却費を営業費用に計上したうえで、のれん償却前利益に関

する情報を提供することが会計基準の改善をもたらすことになるか、検討することとなりました。

今回の合意により、のれん償却に関する現行の枠組みは維持されることとなりましたが、償却に関

連する実務上の課題への対応や現行基準の改善への取組みは、今後も引き続き行われます。



沖縄県内の主要金融経済指標

�������������

54



沖縄県内の主要金融経済指標

2025

2026 2025

55



沖縄県内の主要金融経済指標
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